
泊発電所３号機

新規制基準への対応について

平成２８年１０月２１日

北海道電力株式会社



1

目 次

１．泊発電所３号機 新規制基準適合性審査の状況

２．新規制基準の概要

３．泊発電所３号機における主な設備対策

（１）設計基準対象施設

（２）重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く）

（３）特定重大事故等対処施設（テロ対策）



2

①
H25.7

１．泊発電所３号機 新規制基準適合性審査の状況（１）

②
H26.10

③
H27.8 ④

H27.12

⑤
H28.7

① 原子炉設置変更許可申請

② 設計基準及び重大事故対策について一通り説明

③ 基準津波が概ね了解された

④ 基準地震動が概ね了解された

⑤ プラント関係の審査再開

⑥⑦現地調査

 現在、プラント関係では、耐震設計方針及び耐津波方針、過去の審査における
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１．泊発電所３号機 新規制基準適合性審査の状況（２）

【基準地震動の策定】

 Ｆｓ－１０断層等による揺れ（敷地ごとに震源を特定して策定する地震動）及
び留萌支庁南部地震等による揺れ（震源を特定せず策定する地震動）を基準地
震動として選定した。

 基準地震動の見直しにより、耐震補強が必要となったが、これまでに審査実績
のある評価手法にて、耐震性を説明できることを確認している。

 一方、平成２８年７月の現地調査において、「積丹半島の海岸地形が地震性隆
起ではないことの補足説明を行うこと」の指摘を受け、文献レビュー等から地
震性隆起ではないことの説明を進めているところ。

図－１ 基準地震動

①神威海脚西側の断層

②FD－１断層

③岩内堆北方の断層

④Fs－10断層

⑤岩内堆東撓曲

⑥岩内堆南方背斜

⑦Fs－12断層

⑧寿都海底谷の断層

⑨神恵内堆の断層郡

⑩FA－1断層

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 震源を特定せず策定する地震動

⑪FA－1´断層

⑫ FA－2断層

⑬ FB－2断層

⑭ FB－3断層

⑮ FC－1断層

⑯赤井川断層

⑰尻別川断層

⑱目名付近の断層

⑲黒松内低地帯の断層
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２．新規制基準の概要

設
計
基
準

事
故
対
策

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

テ
ロ

対
策意図的な航空機衝突への対応

重
大
事
故
対
策

放射性物質の拡散抑制対策

格納容器破損防止対策

炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）

設
計
基
準
事
故
対
策

内部溢水に対する考慮（新設）

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災を新設）

火災に対する考慮

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

重大事故対策は事業者の
自主的な取組み

【従来の規制基準】 【新規制基準】

新
設

強
化
又
は
新
設

強
化

図－２ 新規制基準の概要
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図－３ 主な津波防護施設

溢水防止壁防潮堤
（セメント改良土盛立部）

防潮堤
（鉄筋コンクリート壁部）

３号

１号 ２号

水
位
上
昇
量

（１）設計基準対象施設（津波防護施設）

基準津波が敷地高さ（海抜１０ｍ）を超えるものとなったことから、敷地への
浸水を防止するため防潮堤や溢水防止壁などを設置する。
（防潮堤：高さ海抜１６．５ｍ、全長約１，２５０ｍ）

３．泊発電所３号機における主な設備対策（１）
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図－４ 森林火災対策（防火帯）

（１）設計基準対象施設（森林火災対策）

泊発電所周辺での森林火災の影響が発電所構内に及ぶことがないよう、幅４０
～６６ｍにわたり樹木を伐採し、全長約２，１００ｍの防火帯を整備した。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（２）

防火帯



7図－５ 火災防護対策

（１）設計基準対象施設（火災防護対策）

 早期に火災を感知し、かつ、誤作動を防止するため、異なる２種類の感知器で
監視するよう感知器を増設した。

 原子炉の安全停止に必要な機能を有する系統が同時にその機能を失わないよう、
１時間の耐火壁による離隔並びに火災感知器及び自動消火設備の設置により系
統分離を図った。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（３）

青色
従来から設置の火災感知器

赤色
増設した火災感知器

光電アナログ式煙感知器

イオン化式煙感知器（防爆型）

熱アナログ式熱感知器

定温式熱感知器（防爆型）

赤外線式炎感知器

光ファイバ式温度センサ

新設自動消火設備

既設自動火災報知用感知器

新設自動火災報知用感知器

新設消火設備用感知器

１時間の耐火壁

感知器・自動消火設備
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図－６ 水素爆発防止対策

（２）重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く）（水素爆発防止対策）

 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するため、静的触媒式水素再結合
装置（ＰＡＲ）及びイグナイタを設置した。

 ＰＡＲは、電源等の動力が不要で装置内部に設置する触媒の働きにより水素と
酸素を結合させるもので、原子炉格納容器内に５台設置している。

 イグナイタは、電源によりヒータの温度を上昇させ、イグナイタ周囲の水素を
燃焼させるもので、原子炉格納容器内に１３台設置している。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（５）

イグナイタＰＡＲ

ヒータ

触媒
（装置内部）
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図－７ 電源供給対策

（２）重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く）（電源供給対策）

 外部電源及び既設の非常用ディーゼル発電機が使用できない場合の備えとして、
代替非常用発電機及び可搬型代替電源車を設置又は配備した。

 代替非常用発電機は、容量１，７２５ｋＶＡのものを２台設置しており、中央
制御室から遠隔で起動することができる。

 可搬型代替電源車は、容量２，２００ｋＶＡのものを４台（予備２台を含む）、
発電所構内に分散して配備している。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（６）

可搬型代替電源車代替非常用発電機
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図－８ 冷却水供給対策

（２）重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く）（冷却水供給対策）

 非常用炉心冷却系や原子炉格納容器スプレイ系の機器が使用できない場合の備
えとして、代替格納容器スプレイポンプ及び可搬型大型送水ポンプ車を設置又
は配備した。

 代替格納容器スプレイポンプは、容量１５０ｍ３／ｈのものを１台設置してお
り、原子炉格納容器へのスプレイの他、原子炉への給水も可能である。

 可搬型大型送水ポンプ車は、容量３００ｍ３／ｈのものを６台（予備２台を含
む）を発電所構内に分散して配備している。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（７）

代替格納容器スプレイポンプ 可搬型大型送水ポンプ車



11
図－９ 放射性物質拡散抑制対策（放水砲）

（２）重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く）
（放射性物質拡散抑制対策）

 原子炉格納容器が破損した場合に放射性物質の拡散を抑制するため、放水砲、
放射性物質吸着剤及びシルトフェンスを配備した。

 放水砲は、原子炉格納容器が破損した場合に、破損箇所に大量の水を放水する
ことで大気中への放射性物質の拡散を抑制するための設備で、２台（予備１台
含む）配備した。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（８）

放水砲（訓練時）



12図－１０ 放射性物質拡散抑制対策（放射性物質吸着剤、シルトフェンス）

（２）重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く）
（放射性物質拡散抑制対策）（続き）

 放射性物質吸着剤は、吸着布をカートリッジに収納したものであり、屋外溢水
排水用の集水枡内に保管し、放水砲使用時に集水枡の流路を切り替え、放水砲
により落下させた放射性物質の海洋への拡散を抑制する。

 シルトフェンスは、前面海域への放射性物質の拡散を抑制するための設備であ
り、重大事故時に流出点の海中に設置する。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（９）

シルトフェンス
（海中カーテン） 放射性物質吸着剤

海

集水枡

吸着布

カートリッジ

通常の排水ルート
放水砲使用時の排水ルート
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図－１１ 特定重大事故等対処施設（概略）

（３）特定重大事故等対処施設（テロ対策）

 故意による大型航空機の衝突やその他のテロリズムにより、炉心が著しく損傷
した場合又はそのおそれがある場合に、原子炉格納容器の破損を防止するため
の機能を有する施設として特定重大事故等対処施設を設置する。

３．泊発電所３号機における主な設備対策（１０）

減圧操作設備

水源

注水設備

緊急時制御室

電源設備

原子炉格納容器
過圧破損防止設備

既設
配管

特定重大事故等対処施設

原子炉格納容器

加圧器
逃がし弁

既設
配管

既設
配管

：気体（ガス）を流す新設設備

：液体を流す新設設備

大
気
へ

 特定重大事故等対処施設
は、原子炉を減圧する設
備、溶融炉心や原子炉格
納容器を冷却する設備、
原子炉格納容器の過圧破
損を防止する設備、電源
設備、緊急時制御室等で
構成する。


